
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福島県日本型直接支払交付金第三者委員会について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年６月２２日 

福 島 県 

 

資料 ２ 





福島県日本型直接支払交付金第三者委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 農業・農村の多面的機能の維持・発揮に向けた取組の着実な推進を図るため、

日本型直接支払推進交付金実施要綱（平成２８年４月１日付２７農振第２２１８号農

林水産事務次官依命通知）に基づき、福島県日本型直接支払第三者委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

 

（所掌） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１） 事業計画及び実施状況の点検に関すること。 

（２） 対象組織等の取組の評価及び指導、助言に関すること。 

（３） 県が定める基準等の審査・検討に関すること。 

（４） 中山間地農業振興計画等の審査・検討に関すること。 

（５） その他必要な事項に関すること。 

２ 委員会は、前項に掲げる事項について、知事に提言等を行うことができる。 

 

（組織） 

第３条 委員会の委員は７人以内とし、中立的で利害関係を有しない有識者の中から知

事が委嘱した委員をもって組織する。 

２ 委員の任期は２年以内とする。 

３ 委員は再任されることを妨げない。 

４ 委員に事故があるときは、その委員を補欠することができる。ただし、補欠により

委嘱された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会は、農林水産部長が召集し、委員の過半数の出席により成立する。 

２ 委員会の座長は、委員長を充てる。 

３ 委員長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 
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４ 団体の推薦を受けて選出された委員は、やむを得ない事由により委員会の会議に出

席することができないときは、当該団体に所属する者を代理人として選任し、その職

務を行わせることができる。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、環境保全農業課及び農村振興課で処理する。 

２ 委員会の庶務に係る詳細な役割については、別途に取扱を定める。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が

定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年２月８日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い、福島県多面的機能支払第三者委員会設置要綱（平成２７

年６月３０日施行）、福島県中山間地域等直接支払制度評価検討会設置要綱（平成

１２年４月１９日施行）は廃止する。 
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平 成 30 年 1 月 17 日
環 境 保 全 農 業 課
農 村 振 興 課

 ○これまでの評価体制

 ○平成３０年度以降の評価体制

   評価体制を一本化することにより、日本型直接支払交付金による支援を多角的に点検・評価することで、「農業・農村の多面的機能
の維持発展」や「福島県の農業・農村振興施策への寄与」を総合的に評価する。

福島県日本型直接支払交付金第三者委員会の設置について

趣 旨

委員 ７名（任期２年以内）

ア 学識経験者 ２名

イ 農業団体 １名

ウ 消費者団体 １名

エ ＮＰＯ法人（地域づくり等） １名

オ 自然・環境保護団体 １名

カ 民間の有識者（公募委員） １名

委員の構成

< >＜評価内容＞

○事業計画及び実施状況の点検

○取組評価、指導助言

・中間年評価、最終評価

・地域の共同活動の効果

・中山間地域等における

農業生産活動の効果

・自然環境の保全に資する

農業生産活動
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【環境保全型農業直接支払】
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【農林水産省　平成３０年度概算決定資料】
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